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１．15年12月期の連結業績（平成15年 1月 1日～平成15年12月31日） 

(1) 連結経営成績 

 売上高 営業利益 経常利益 

 
15年12月期 
14年12月期 

百万円   ％
27,520 （ △6.0 ）

        29,263 （  10.4 ）

百万円   ％
1,816 （ △12.4 ）
2,072 （  △1.3 ）

百万円   ％
1,827 （ △11.7 ）
2,069 （ △6.2 ）

 

 当期純利益 
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

株主資本
当期純利益率

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高
経常利益率

 
15年12月期 
14年12月期 

百万円   ％ 
877 （ △13.5 ） 
1,014 （   8.1 ） 

円  銭
99.88
113.38

円  銭
- 
- 

％
8.0
9.7

％ 
7.8 
8.8 

％
6.6
7.1

(注)①持分法投資損益      15年12月期  -      百万円    14年12月期  -     百万円 

②期中平均株式数（連結）  15年12月期    8,547,926株      14年12月期   8,951,091株 

③会計処理の方法の変更   有 

④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2) 連結財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 
15年12月期 
14年12月期 

百万円 
22,693 
24,238 

百万円
11,039
10,813

％ 
48.7 
44.6 

円   銭
1,357.21
1,208.49

(注)期末発行済株式数（連結）  15年12月期   8,133,706株     14年12月期   8,948,260株 
 
(3) 連結キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 
15年12月期 
14年12月期 

百万円 
△951 
2,391 

百万円
△272
1,846

百万円 
△1,182 
△219 

百万円
8,453
10,848

 
(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数   2社   持分法適用非連結子会社数  - 社   持分法適用関連会社数  - 社 
 
(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結 (新規)   1社   (除外)  - 社    持分法 (新規)  - 社   (除外)  - 社 
 
２．16年12月期の連結業績予想（平成16年 1月 1日～平成16年12月31日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円
中間期 13,600 1,070 520
通  期 26,500 1,640 860

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 100円61銭 

  
※本書に記載した予想数値等は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、実際の業績

等は様々な要因により異なる場合があります。  



企業集団の状況 
 当社の企業集団は、当社と中国の子会社である上海海立中野冷機有限公司、国内の子会

社である株式会社中野冷機神奈川、テクノ冷熱株式会社、及びその他の関係会社である中

野興産株式会社の５社で構成されております。株式会社中野冷機神奈川は平成 15年 7月 14
日付で株式会社ヒロタ冷機の全株式を取得し、社名変更したものであります。 
 当社及び上海海立中野冷機有限公司は食品店舗用ショーケースの製造販売を、株式会社

中野冷機神奈川は食品店舗用ショーケースの施工及び保守を、テクノ冷熱株式会社は冷凍

冷蔵空調設備機器の製造販売並びに附帯工事請負を主な事業としており、中野興産株式会

社とは事業上の取引はありません。 
 当社の子会社３社に対する所有割合は上海海立中野冷機有限公司が 52％、株式会社中野
冷機神奈川、及びテクノ冷熱株式会社が 100％であり、中野興産株式会社による当社の被所
有割合は 24％であります。 
 なお、テクノ冷熱株式会社は小規模であり連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていない

ため、連結の範囲から除いております。 

経営方針 
１．経営の基本方針 
 当社はグローバル化する経済社会において、食品ストア、食品サービス、食品流通、食

品加工の分野における陳列、貯蔵、流通、加工、調理等のニーズを満たす優秀で価値ある

製品とサービスを提供し続けることを経営の基本方針としております。このことが、お客

様から満足をいただける道であり、会社の繁栄とともに株主の皆様や社員にも利益を還元

できる道であると考えております。 
 
２．利益配分に関する基本方針 
 当社は１株につき 12円の配当を堅持しつつ収益に応じて増配を行なうことを利益還元の
基本方針としております。 
 内部留保資金につきましては、安定的な配当水準の維持・向上に努めるとともに、企業

体質の強化及び今後の事業発展に役立てることを目的として充実を図ってまいります。 
 
３．投資単位引下げに関する考え方及び方針 
 当社は、株式の流動性を高め、より多くの投資家の皆様に株式を所有していただくこと

が重要な経営課題であると認識しております。今後の株価及び取引高等の推移に注目し、

投資単位の引下げについて慎重に対処したいと考えております。 
 
４．中期的な経営戦略 
 中期的には、現在の別置型冷凍・冷蔵ショーケースを主体とした受注工事だけに依存せ

ず、冷凍・冷蔵・温蔵全般にわたる製品の開発、製造、販売体制を整備し、流通センター
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や加工センターの大型冷凍・冷蔵庫等の流通分野や、これらに関連するサービス業務への

進出を図り、これを核として中国における子会社との密接な連携において、日本だけでな

くアジア全域にわたり、食品ストア関連機器産業における活動体制を強化してまいります。 
 
５．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
 当社は、永続的な発展による企業価値の向上こそが経営上の最重要課題であると位置づ

け、経営の健全性・効率性の確保・向上に取り組んでおります。 
 具体的には、内部監査室を設置し法令遵守を徹底すること、毎月開催の取締役会に監査

役が出席し意見表明を行なうこと、顧問弁護士、会計監査法人から適宜アドバイスをうけ

ること等を実施しております。 
 

経営成績 
１．業績の概況 
平成１５年の日本経済は、輸出関連企業を中心として業績の回復が進み、日経平均株価

も１万円台を回復しました。一方、内需関連企業は業績回復の足取りが重く、消費も春先

から盛夏にかけての天候不順の影響もあり、低調に推移しました。 

当社の主要顧客である食品流通業界にとりましては、厳しい経営環境となりましたが、

スーパー各社は大規模小売店舗立地法のもとで大型新店を相次いで出店しており、収益性

の改善も進んでいます。これにより、冷凍冷蔵ショーケース業界の出荷数量も徐々に回復

に向かっています。 

このようななか、当社は顧客店舗の活性化、省エネ化を追求し、顧客満足を高め、安心

且つ安全な店舗づくりをサポートする営業を展開してまいりました。 

しかしながら、国内での当期の業績は前期の好調さを維持することができず、特に[工

事・その他]で大きく売上を落とし、減収減益となりました。 

一方、中国の連結子会社の業績はほぼ前期並みとなりましたが、円高の影響を受け円換

算では減収減益となりました。 

この結果、当連結会計年度の売上高は前期比 6.0％減の 275 億 20 百万円となりました。

また経常利益は、売上の減少及び同業他社との激しい販売競争により前期比 11.7％減の 18

億 27 百万円となりました。また、当期純利益は前期比 13.5％減の 8 億 77 百万円となりま

した。 

  所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

①日本 

 国内の売上高は、食品流通業界における設備投資の回復にも拘わらず、前期の売上を

維持することができず 258 億 51 百万円となりました。一方営業利益は売上の減少と同業

他社との激しい販売競争により 14 億 60 百万円となりました。 

②中国 

 中国における食品流通業界の設備投資は、サーズの影響もあり盛り上がりに欠けた推
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移となりました。このようななか、中国の連結子会社は前期並みの業績を維持したもの

の、円高の影響を受け、円換算では減収減益となりました。その結果、売上高は 20 億 95

百万円となり、営業利益は 3億 44 百万円となりました。 

 

 当期の配当につきましては、前期と比較して減収減益となりましたが、株主各位の日

頃のご支援にお応えするため、１株につき普通配当１２円００銭に特別配当６円００銭

を加え１８円００銭とさせていただく予定であります。 

 

２．キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は仕

入債務の減少、借入金の返済、及び自己株式の取得等により、当連結会計年度末には 84億
53百万円となりました。 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
 当連結会計年度において営業活動による資金の減少は 9億 51百万円となりました。これ
は、主に期首に比較して仕入債務が大幅に減少したことによるものであります。 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
 当連結会計年度において投資活動による資金の減少は 2億 72百万円となりました。これ
は、主に有形固定資産の取得によるものであります。 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
 当連結会計年度において財務活動による資金の減少は 11 億 82 百万円となりました。こ
れは、主に借入金の返済と自己株式の取得によるものであります。 
 

３．来期の見通し 

当社の主要顧客である食品流通業界の今後につきましては、引続き厳しい経営環境が続

くものと思われます。 

このようななかで当社は、顧客のニーズを的確に把握することに努め、顧客の満足が得

られる商品の提供を、最優先課題として取り組んでまいります。また、顧客の立場に立っ

た品質保証を徹底し、高い品質の製品、工事、メンテナンスを創り出すことを全社の目標

として掲げ、その実現に邁進する所存であります。 

－3－ 



連結財務諸表等

　連結貸借対照表

　　　　　　　（単位：千円）

期別 　　   当連結会計年度 　　   前連結会計年度

　　平成15年12月31日現在 　　平成14年12月31日現在 増減（△）

科目 金額 構成比 金額 構成比

（資産の部） ％ ％

１．流動資産 17,219,099 75.9 18,961,751 78.2 △ 1,742,651

現金及び預金 8,474,156 10,848,998

受取手形及び売掛金 6,803,938 6,215,385

有価証券 20,000 94,258

たな卸資産 1,569,950 1,563,625

繰延税金資産 222,726 164,201

その他 186,931 124,428

貸倒引当金 △ 58,603 △ 49,145

２．固定資産 5,474,576 24.1 5,276,426 21.8 198,149

 (1)有形固定資産 3,131,504 13.8 3,092,029 12.8 39,475

建物及び構築物 1,598,067 1,618,141

機械装置及び運搬具 438,513 483,291

土地 993,000 885,035

その他 101,922 105,560

 (2)無形固定資産 329,654 1.4 378,173 1.6 △ 48,518

土地使用権 292,676 337,928

その他 36,977 40,244

 (3)投資その他の資産 2,013,417 8.9 1,806,223 7.4 207,193

投資有価証券 1,214,686 906,758

長期貸付金 17,944 25,678

長期前払費用 6,693 7,866

繰延税金資産 666,608 685,387

その他 139,407 239,642

貸倒引当金 △ 31,923 △ 59,109

　　　資産合計 22,693,675 100.0 24,238,177 100.0 △ 1,544,501

－４－



　　　　　　　（単位：千円）

期別 　　 　当連結会計年度    　　前連結会計年度

　　平成15年12月31日現在 　　平成14年12月31日現在 増減（△）

科目 金額 構成比 金額 構成比

　　（負債の部） ％ ％

１．流動負債 8,049,293 35.5 9,891,388 40.8 △ 1,842,095

支払手形及び買掛金 5,711,649 7,417,295

短期借入金 268,330 712,425

未払費用 857,681 874,548

未払法人税等 547,494 269,742

未払消費税等 59,044 76,252

賞与引当金 135,695 126,171

製品保証引当金 224,891 182,270

その他 244,505 232,684

２．固定負債 2,529,677 11.1 2,389,222 9.9 140,454

長期借入金 44,110 －

退職給付引当金 1,895,827 1,820,324

役員退職給与引当金 228,103 204,377

その他 361,636 364,521

　　　負債合計 10,578,970 46.6 12,280,611 50.7 △ 1,701,640

　（少数株主持分）

１．少数株主持分 1,075,550 4.7 1,143,725 4.7 △ 68,175

　　（資本の部）

１．資本金 － － 822,650 3.4 △ 822,650

２．資本準備金 － － 522,058 2.2 △ 522,058

３．連結剰余金 － － 9,196,859 37.9 △ 9,196,859

４．その他有価証券評価差額金 － － 141,234 0.6 △ 141,234

５．為替換算調整勘定 － － 133,887 0.5 △ 133,887

６．自己株式 － － △ 2,849 　△0.0 2,849

　　　資本合計 － － 10,813,840 44.6 △ 10,813,840

１．資本金 822,650 3.6 － － 822,650

２．資本剰余金 522,058 2.3 － － 522,058

３．利益剰余金 9,882,628 43.5 － － 9,882,628

４．その他有価証券評価差額金 268,090 1.2 － － 268,090

５．為替換算調整勘定 12,379 0.1 － － 12,379

６．自己株式 △ 468,652 △ 2.0 － － △ 468,652

　　　資本合計 11,039,155 48.7 － － 11,039,155

負債、少数株主持分及び資本合計 22,693,675 100.0 24,238,177 100.0 △ 1,544,501

　　　償却累計額

　２．自己株式

　３．担保に供している資産

－５－

当連結会計年度 前連結会計年度

　　　820,294株 　　　5,740株

  921,025千円   888,090千円

（注）１．有形固定資産の減価

3,860,915千円 3,745,417千円



連結損益計算書

　　　　　　　（単位：千円）

期別 　　　　当連結会計年度 　　　　前連結会計年度

　　自　平成15年 1月 1日 　　自　平成14年 1月 1日 増減（△）

　　至　平成15年12月31日 　　至　平成14年12月31日

科目 金額 百分比 金額 百分比

１．売上高 27,520,499 100.0 29,263,123 100.0 △ 1,742,623

２．売上原価 22,731,535 82.6 24,016,140 82.1 △ 1,284,604

　　売上総利益 4,788,963 17.4 5,246,982 17.9 △ 458,018

３．販売費及び一般管理費 2,972,747 10.8 3,174,852 10.8 △ 202,104

　　営業利益 1,816,216 6.6 2,072,130 7.1 △ 255,914

４．営業外収益

　　受取利息 8,390 14,797

　　受取配当金 10,509 11,221

　　保険金収入 － 20,000

　　補助金収入 13,071 －

　　その他営業外収益 36,291 23,437

　　　　　　　　計 68,262 0.2 69,456 0.2 △ 1,193

５．営業外費用

　　支払利息 11,824 15,485

　　為替差損 28,313 37,472

　　その他営業外費用 17,047 18,988

　　　　　　　　計 57,186 0.2 71,946 0.2 △ 14,760

　　経常利益 1,827,292 6.6 2,069,640 7.1 △ 242,347

６．特別利益

　　固定資産売却益 27,224 1,650

　　投資有価証券売却益 － 2,373

　　　　　　　　計 27,224 0.1 4,024 0.0 23,200

７．特別損失

　　固定資産売却・除却損 13,705 17,394

　　事故賠償金 13,942 －

　　投資有価証券売却損 － 15,000

　　投資有価証券評価損 2,873 136,435

　　　　　　　　計 30,521 0.1 168,829 0.6 △ 138,307

税金等調整前当期純利益 1,823,995 6.6 1,904,835 6.5 △ 80,839

法人税、住民税及び事業税 920,391 3.3 737,907 2.5 182,484

法人税等調整額 △ 119,724 △ 0.4 △ 30,699 △ 0.1 △ 89,024

少数株主利益 145,549 0.5 182,763 0.6 △ 37,214

当期純利益 877,778 3.2 1,014,863 3.5 △ 137,085

－６－



連結剰余金計算書

（単位：千円）

期別 　　　　　　当連結会計年度 　　　　　　前連結会計年度

　　　自　平成１５年　１月　１日 　　　自　平成１４年　１月　１日

科目 　　　至　平成１５年１２月３１日 　　　至　平成１４年１２月３１日

Ⅰ．連結剰余金期首残高 － 8,367,143

Ⅱ．連結剰余金減少高

　　　配当金 － 161,148

　　　取締役賞与金 － － 24,000 185,148

Ⅲ．当期純利益 － 1,014,863

Ⅳ．連結剰余金期末残高 － 9,196,859

（資本剰余金の部）

Ⅰ．資本剰余金期首残高 522,058 －

Ⅱ．資本剰余金期末残高 522,058 －

（利益剰余金の部）

Ⅰ．利益剰余金期首残高

　　　連結剰余金期首残高 9,196,859 －

Ⅱ．利益剰余金増加高

　１．当期純利益 877,778 877,778 －

Ⅲ．利益剰余金減少高

　１．配当金 161,068 －

　２．役員賞与 24,000 －

　３．従業員奨励福利基金 6,940 192,009 － －

Ⅳ．利益剰余金期末残高 9,882,628 －

　－７－



連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：千円）

期別

科目
Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 1,823,995 1,904,835
減価償却費 285,380 303,108
貸倒引当金の増減額 △ 11,739 18,683
賞与引当金の増加額 9,524 5,755
製品保証引当金の増減額 43,114 △ 46,916
退職給付引当金の増加額 75,503 10,587
役員退職給与引当金の増減額 23,725 △ 9,097
受取利息及び受取配当金 △ 18,899 △ 26,019
支払利息 11,824 15,485
有価証券評価損 2,873 136,435
有価証券売却損 － 12,626
固定資産売却・除却損 13,705 17,394
固定資産売却益 △ 27,224 △ 1,650
売上債権の増加額 △ 648,853 △ 232,912
たな卸資産の増減額 △ 13,681 236,418
その他の資産増減額 △ 83,926 132,934
更生債権等増減額 26,485 △ 30,666
仕入債務の増減額 △ 1,697,629 1,034,491
その他の負債増減額 △ 72,058 47,708
役員賞与支払額 △ 24,000 △ 24,000
為替差損 131 34,717
その他 △ 34,914 △ 16,267
小　　　　　　　　　　　　計 △ 316,664 3,523,652

利息及び配当金の受取額 18,961 26,733
利息の支払額 △ 10,502 △ 17,185
法人税等の支払額 △ 642,819 △ 1,141,975
営業活動によるキャッシュ・フロー △ 951,024 2,391,225

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー
貸付金の回収による収入 12,750 12,843
貸付による支出 △ 203,600 －
有価証券の取得による支出 － △ 38,440
有価証券の売却・償還による収入 41,000 1,714,460
有形固定資産の取得による支出 △ 185,728 △ 87,975
有形固定資産の売却による収入 38,768 62,159
無形固定資産取得による支出 △ 18,446 －
投資有価証券の取得による支出 △ 55,587 △ 148,505
投資有価証券の売却による収入 － 331,515
連結の範囲の変更に伴う子会社株式の取得による収入 15,066 －
保険掛金減少額 73,007 －
ゴルフ会員権取得による支出 △ 26,417 －
ゴルフ会員権売却による収入 1,750 3,490
その他 34,450 △ 3,291
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 272,987 1,846,254

ｚｘ
Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の純減少額 △ 454,710 △ 57,940
長期借入金の返済額 △ 5,640 －
自己株式の取得による支出 △ 466,396 △ 1,857
配当金の支払額 △ 159,691 △ 160,065
少数株主に対する配当金支払額 △ 95,677 －
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,182,115 △ 219,862

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 10,786 △ 28,052
Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額 △ 2,395,341 3,989,564
Ⅵ．現金及び現金同等物期首残高 10,848,998 6,859,434
Ⅶ．現金及び現金同等物期末残高 8,453,657 10,848,998
（注）現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
現金及び預金勘定 8,474,156 千円 10,848,998 千円
有価証券勘定 20,000 千円 94,258 千円
　　計 8,494,156 千円 10,943,256 千円
定期預金・割引債等 △ 40,498 千円 △ 94,258 千円
現金及び現金同等物 8,453,657 千円 10,848,998 千円

当連結会計年度
自平成１５年  １月  １日
至平成１５年１２月３１日
金　　　　　　　　額

自平成１４年  １月  １日
前連結会計年度

至平成１４年１２月３１日
金　　　　　　　　額

－８－



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
　　　　　　当連結会計年度 　　　　　　前連結会計年度

項目    （自    平成15年1月1日    （自    平成14年1月1日
　 　至    平成15年12月31日）  　至    平成14年12月31日）

１．連結の範囲に関する事 子会社は、上海海立中野冷機有限公司、 子会社は、上海海立中野冷機有限公司、
項 テクノ冷熱（株）、(株)中野冷機神奈川 テクノ冷熱（株）の２社であり、そのう

の３社であり、そのうち上海海立中野冷 ち上海海立中野冷機有限公司を連結して
機有限公司、(株)中野冷機神奈川の２社 おります。
を連結しております。 テクノ冷熱（株）は、小規模であり、総
(株)中野冷機神奈川は、平成15年7月14 資産、売上高、当期純損益（持分に見合
日付で全株式を取得したため、当連結会 う額）及び剰余金（持分に見合う額）は
計年度より連結子会社としております。 、いずれも連結財務諸表に重要な影響を
テクノ冷熱（株）は、小規模であり、総 及ぼしていないため、連結の範囲から除
資産、売上高、当期純損益（持分に見合 いております。
う額）及び利益剰余金（持分に見合う額
)等は、いずれも連結財務諸表に重要な
影響を及ぼしていないため、連結の範囲
から除いております。

２．持分法の適用に関する テクノ冷熱（株）は、当期純損益（持分 　　　　　　　　同    左
事項 に見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、
かつ全体としても重要性がないため持分
法適用範囲から除外しております

３．連結子会社の事業年度 連結子会社の決算日は、連結決算日と一 　　　　　　　　同    左
等に関する事項 致しております。
４．会計処理基準に関する (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 (1)重要な資産の評価基準及び評価方法
事項 　①たな卸資産 　①たな卸資産

　　　製品及び仕掛品 　　　製品及び仕掛品
　　　　総平均法による原価法（半成工 　　　　　　　　同　　左
　　　　事は個別法による原価法）
　　　原材料 　　　原材料
　　　　先入先出法による原価法 　　　　　　　　同　　左
　②有価証券 　②有価証券
    子会社株式     子会社株式
　　　　移動平均法による原価法 　　　　　　　　同　　左
　　その他有価証券 　　その他有価証券
　　　時価のあるもの 　　　時価のあるもの
　　　　決算日の市場価格等に基づく時 　　　　　　　　同　　左
　　　　価法（評価差額は全部資本直入
　　　　法により処理し、売却原価は移
　　　　動平均法により算定）
　　　時価のないもの 　　　時価のないもの
　　　　移動平均法による原価法 　　　　　　　　同　　左
(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法
　①有形固定資産 　①有形固定資産
　　連結財務諸表提出会社及び(株)中野 　　連結財務諸表提出会社は定率法(た
　　冷機神奈川は定率法(ただし平成10 　　だし平成10年４月１日以降取得の建
　　年４月１日以降取得の建物(附属設 　　物(附属設備を除く)については定額
　　備を除く)については定額法)、上海 　　法)、連結子会社は定額法を採用し
　　海立中野冷機有限公司は定額法を採 　　ております。
　　用しております。
　②無形固定資産 　②無形固定資産
　　定額法を採用しております。 　　　　　　　　同　　左
(3)重要な引当金の計上基準 (3)重要な引当金の計上基準
　①貸倒引当金 　①貸倒引当金
　　債権の貸倒れによる損失に備えるた 　　　　　　　　同　　左　
　　め、一般債権については貸倒実績率
　　により、貸倒懸念債権等特定の債権
　　については個別に回収可能性を検討
　　し回収不能見込額を計上しておりま
　　す。
　②賞与引当金 　②賞与引当金
　　従業員の賞与の支給に備えるため、 　　従業員の賞与の支給に備えるため、
　　連結財務諸表提出会社及び(株)中野 　　連結財務諸表提出会社は支給見込額
　　冷機神奈川は支給見込額基準に基づ 　　基準に基づき計上しております。
　　き計上しております。
　③製品保証引当金 　③製品保証引当金
　　製品及び工事の保証規定に基づく費 　　　　　　　　同　　左　
　　用支出に備えるため、売上高に対す
　　る過年度の発生率を基準にした金額
　　を計上しております。

－９－
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